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原子力発電等に関する要請書 
 

福島第一原子力発電所事故の発生から１２年の歳月が経ち、被災地では

特定復興再生拠点区域の避難指示が解除されるなど、復興の取組は着実に

進められております。 

一方で、特定復興再生拠点区域外については、国より２０２０年代を 

かけて帰還意向のある住民が帰還できるよう、避難指示解除の取組を進め

ていくとの方針が示され、その具体化のため、本年６月に福島復興再生特

別措置法を改正し、特定帰還居住区域を設定できる制度を創設するなど、

一歩前進したものの、帰還困難区域の避難指示解除に向けた方針は未だ 

示されていません。また、多核種除去設備等処理水対策や風評・風化対策、

住民の帰還や移住促進のための環境整備など、今後も取り組むべき課題は

多岐にわたっております。 

被災地が望む復興像の早期実現に向け、被災地に寄り添ったきめ細やか

な対応が今後も必要であります。 

エネルギー政策に関しては、本年２月１０日に「ＧＸ実現に向けた基本

方針」が閣議決定され、５月３１日にはこの基本方針に関連する「ＧＸ 

脱炭素電源法」が成立いたしました。 

原子力を、エネルギー安全保障に寄与し、脱炭素効果の高い電源と位置

付け、再生可能エネルギーとともに最大限活用するとの方向性を示した 

ことは、我々立地地域にとりましても大変意義深いものであり、安全確保

を大前提に「基本方針」で示された取組を着実に実行していただくことが

肝要であります。 

一方で、放射性廃棄物の処理処分、核燃料サイクルの実現といった課題

については先送りすることはできません。 

また、原子力発電を活用する上で、安全性の更なる向上と防災対策の 

充実強化に不断に取り組むことが不可欠であり、特に住民の安全と安心を

確保する上で、原子力災害時の避難に必要な道路等のインフラ整備は、 

国策として原子力政策を進める国の責務であると考えております。 

国策に対する責任を有する国において、次の事項に速やかに取り組む 

よう、会員の総意に基づき強く要請します。 

 

 令和５年８月２２日 

 

全国原子力発電所所在市町村協議会 

会 長 敦賀市長 米 澤 光 治 



  



重 点 項 目 

 

【被災地の復興について】 

福島第一原子力発電所事故の被災地が復興・再生を果たすまで、国が責

任を持って被災地に寄り添った取組を継続し、被災地が望む復興像を実現

すること。また、復興の大前提である福島第一原子力発電所の廃炉が着実

に進むよう、国が前面に立って、汚染水及び多核種除去設備等処理水対策

等に取り組むこと。 

 

【安全規制・防災対策について】 

福島第一原子力発電所事故の教訓や国内外における最新の知見を踏まえ、

原子力施設の安全性及び原子力防災対策の実効性の向上に不断に取り組む

とともに、迅速な住民避難に不可欠なインフラの整備・強靭化について、

原子力災害対策特別措置法等の法整備により国の責務として財源を確保し、

関係省庁が一体となって取り組むこと。また、国際情勢の緊迫化を鑑み、

原子力施設の安全確保へ向けた体制強化について、自衛隊との連携を含め、

国を挙げて取り組むこと。 

 

【原子力政策について】 

エネルギーの安定供給と２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会

の実現に向け、「ＧＸ実現に向けた基本方針」等で示した原子力利用に係る

取組を確実に実行するとともに、核燃料サイクルの展望を早期に具体化し、

バックエンド対策を強力に推進すること。また、原子力政策に対する国民

理解の取組について、目標時期を定めて積極的に進めること。 

 

【立地地域対策について】 

エネルギー政策上の原子力発電の意義を理解し協力してきた立地地域の

持続的かつ自立的な発展が図られるよう、立地地域の振興に資する諸制度

について、地域の意向や実情を踏まえ、改善・拡充を図ること。 

  



具 体 的 事 項 

 

【被災地の復興について】 

 

（１）被災地の復興 

① 将来にわたって必要な財源を確保し復興事業を進め、被災自治体が策定した復興計画

等に対する支援等に取り組むこと。 

② 特定復興再生拠点区域復興再生計画に基づく事業を確実に実施すること。 

③ 特定復興再生拠点区域外について、新たに創設された「特定帰還居住区域復興再生計

画」制度などを活用することにより、除染やインフラ整備を行い、住民が安全・安心に

暮らすことができる生活環境を実現し、住民の帰還促進に向けて事業を実施すること。 

④ 特定復興再生拠点区域外について、帰還されない方の家屋解体や除染及び限定的な除

染にとどまっている山林等についての方針が示されていないことから、帰還困難区域全

域の避難指示解除に向けた取組方針を早急に示すとともに、住民の帰還や住民以外の移

住に向けた施策の具体化を図ること。 

⑤ 「福島イノベーション・コースト構想」の早期実現のため、拠点施設の整備を着実に

進めるとともに、新たな産業及び雇用の創出について関係省庁が連携して強力に進める

こと。 

⑥ 復興の進捗に大きくかかわる道路や港湾等、基礎的インフラを早期に整備すること。 

⑦ 帰還した住民や移住する住民が安心で充実した生活が送れるよう、医療・福祉・介護

施設、商業施設、スポーツ施設等、住環境の整備に対する支援を強化すること。 

⑧ 研究機関の整備や新たな企業の誘致等による雇用の創出に取り組むとともに、新規開

業や事業再開を行う商工業者、農林水産業者に対して、必要な支援を行うこと。 

⑨ 被災自治体に対し、人員確保のための支援を中長期的に行うこと。 

 

（２）除染・最終処分場等 

① 特定帰還居住区域について、復興再生計画を速やかに認定し、遅滞なく除染に取り組

むこと。 

② 特定復興再生拠点区域及び特定帰還居住区域外の帰還困難区域に加え、山林やため池

等についても、実効性のある除染を早期に行うこと。また、除染後のモニタリングやフ

ォローアップ除染を実施し、住民の放射線量に対する不安解消に努めること。 

③ 最終処分場の早期整備に向け、国民理解の醸成や技術革新等の取組について責任を持

って進めること。 

 

（３）損害賠償 

① 事業者に対し、被災者の立場に寄り添った損害賠償を行い、原子力損害賠償紛争解決

センターが提示する和解案を尊重するよう指導すること。 

 

  



② 福島第一原子力発電所事故に伴い発生した被害に対し、中間指針第五次追補の基本的

な考えを踏まえ、被害者の個別具体的な事情を十分に傾聴した上で、公平性の確保や被

害者の立証責任の軽減が図られ、被害実態に即した損害賠償が実行されるよう、自ら定

める指針を不断に見直すこと。【原子力損害賠償紛争審査会】 

 

（４）住民の健康管理・風評対策 

① 避難生活やコミュニティの分散等による被災者の精神的負担の軽減、被災者に対する

差別、いじめ等の防止に向けて関係機関と連携し対策に取り組むこと。 

② 事故による放射線の影響について、事実に基づく正確な情報を国内外に発信し、被災

地に対する風評の払拭に積極的に取り組むこと。 

③ 多核種除去設備等処理水の取扱いについて、関係者に対する説明責任を確実に果たす

とともに、あらゆる手段による国内外への正確かつ丁寧な情報発信により、徹底的な風

評対策を講じること。 

 

（５）福島第一原子力発電所の安全確保 

① 福島第一原子力発電所の廃炉や燃料デブリの取出し、汚染水及び多核種除去設備等処

理水対策等について、安全・着実に行うこと。また、高線量ガレキや使用済燃料、燃料

デブリ等の取扱いに係る方針を明確にし、対応すること。 

② 事業者に対して、作業従事者の健康管理の強化や労働安全の確保並びに従事者の不安

解消について指導すること。 

③ 損傷が確認された福島第一原子力発電所１号機のペデスタル内壁面下部について、 

支持機能が喪失した場合の確実な対応策について検討するよう、事業者を指導すること。

【原子力規制委員会】 



【安全規制・防災対策について】 

 

（１）国民から信頼される安全規制の確立 

① 福島第一原子力発電所事故の知見や国内外における最新の知見を速やかに規制基準等

に反映し、事業者に対して的確な指導を行うこと。また、規制基準の内容について広く

情報発信し、規制基準に基づく原子力施設の安全対策に対する国民の理解促進に取り組

むこと。【原子力規制委員会】 

② 審査体制の強化や効率的な審査に努め、審査の経緯や結果に対する説明責任を果たす

こと。【原子力規制委員会】 

③ 高経年化炉に係る規制について、科学的・技術的根拠に基づいた制度とするとともに、

制度の見直しに当たっては国民に対して丁寧に説明を行い、理解促進を図ること。【原

子力規制委員会】 

④ 立地自治体や事業者、専門家等、関係者との対話を重視し、透明性の確保と信頼性の

向上に努めること。【原子力規制委員会】 

 

（２）原子力防災対策の強化 

① 原子力災害時においては主導的役割を担うことを基本に、実効性のある対策が速やか

に実行できるよう、関係自治体や事業者等と連携体制の強化を図ること。 

② 避難等に不可欠となる道路等のインフラの整備・改良や輸送手段の確保等について、

十分な財政措置を講ずることを「原子力災害対策特別措置法」に明文化すること。また、

地域の実情に応じ優先的な整備がなされるよう、省庁の枠組みを超えた推進体制を構築

すること。 

③ 避難道路等のインフラについて、原子力防災を所管する内閣府が予算を確保し、直轄

又は国土交通省へ整備を委託することや、各省庁が原子力防災に関する予算を別枠で確

保することなどにより、地域の実情に応じたインフラ整備を迅速に進めること。 

④ 広域避難や要配慮者の避難手段、避難先の確保等について、主体的に関係自治体や関

係機関、運輸事業者との調整、交渉を行い、迅速かつ確実に避難できる体制を構築する

こと。 

⑤ 避難行動要支援者の搬送を自衛隊等の公的機関の任務として位置付ける等、災害時に

迅速に搬送できる体制を整備すること。 

⑥ 原子力災害時に防災担当職員を市町村に派遣できる体制をあらかじめ確立し、災害発

生時には確実に職員を派遣すること。 

⑦ 複合災害に係る対策、自治体が行う原子力防災対策強化事業等に対し柔軟な財政支援

を行うこと。 

⑧ ＵＰＺ内自治体や広域避難先自治体の職員や住民に対し、放射線の基礎知識や原子力

災害の特性等について、理解を深める取組を行うこと。 

⑨ ＵＰＺ内における安定ヨウ素剤の緊急配布、服用に関する明確な基準やマニュアルを

示し、広域避難や屋内退避に際し住民が確実に服用できる仕組みを構築すること。 

⑩ 安定ヨウ素剤事前配布後の更新に関し、住民や自治体の負担軽減を図るとともに、未

配布者への配布促進につながる制度設計や取組の展開を図ること。 

 

 



⑪ 国際情勢の緊迫化を鑑み、武力攻撃、テロに対する原子力発電所の防護対策について

再検証し、防護対策の強化に不断に取り組むこと。また、自衛隊や海上保安庁、警察組

織等の拡充強化を図り、防護対策を強化すること。 

⑫ 感染症流行下における防護措置のガイドラインを踏まえ、各自治体の対応に必要とな

る財政支援を行うこと。 



【原子力政策について】 

 

（１）今後の原子力政策 

① 安全性の確保を大前提に、原子力発電所の再稼働や運転期間延長、次世代革新炉の開

発・建設等、将来を見据えたエネルギー政策を実行すること。 

② 原子力利用に係る具体的な施策の実施に当たり、立地地域との対話や情報共有を積極

的に行い、意見を施策に反映させること。 

③ 原子力発電所の再稼働や運転期間延長に当たり、その必要性や安全性を丁寧に説明し、

立地地域や国民の理解を得ること。 

④ 核燃料サイクル政策について、具体的展望を明らかにし、核燃料サイクル関連施設の

安全性、必要性を地域住民や国民に対し丁寧に説明すること。 

⑤ 高レベル放射性廃棄物の最終処分に関して、自治体や住民とのきめ細やかな対話を重

ね、地層処分の必要性について国民理解を深める取組を前面に立って進めること。また、

文献調査の位置付けや処分地選定に向けたプロセスに対する理解醸成にも責任を持って

取り組むこと。 

⑥ 使用済燃料の敷地外早期搬出のため、中間貯蔵施設や再処理工場の整備等を強力に進

めるとともに、取組の進捗状況を地域住民や国民に対し、分かりやすく丁寧に説明する

こと。 

⑦ 原子力施設の解体で発生する低レベル放射性廃棄物の処分先の確保等について、国の

主体的課題として認識し、取組を前進させること。 

⑧ クリアランス制度への国民理解を深める取組を進めること。 

 

（２）原子力の理解促進・人材育成 

① 原子力に対する国民理解の取組を、目標時期を定めた上で積極的に進めること。 

② 原子力発電の将来を支える人材を確保するため、産学官協働による原子力人材育成の

ための取組を強化すること。 

③ 原子力を含めたエネルギー政策や環境問題、放射線について、学校教育の現場で教育

プログラムの一環として取り上げ、地域における学習の機会の充実を図る等、正しく理

解するための取組を強化すること。 

 

（３）原子力損害賠償制度の見直し 

① 原子力災害時の被災者救済に関し、関係法令の改正や整備を行い、国の責任の在り方

を明確にすること。 



【立地地域対策について】 

 

（１）立地地域の経済・雇用対策等 

① 原子力発電所の長期停止や建設工事の延期、廃炉等による地域経済への影響を緩和す

るため、地域の実情に応じた経済振興や雇用維持・創出、地元企業支援等に係る財政的

支援や具体的施策を講じること。 

② 設備投資に係る借入金の利子補給や電気料金補助制度の拡大、地元雇用に係る交付金

制度の創設等、地元企業への特別な措置を講じること。 

③ 立地地域の特性に応じた新産業の創出や企業誘致等、産業構造の多様化に向けた支援

を行うこと。 

④ 立地地域の原子力人材育成を積極的に進め、原子力分野における地元雇用の促進を図

ること。また、立地地域の企業や教育・研究機関への新たな支援や制度改革によって、

産学官協働での人材育成に取り組み、地元雇用につなげること。 

 

（２）電源三法交付金等 

① 電源三法交付金について、電力安定供給に資するための施策であることを国民に広報

し、理解を得ること。 

② 電源三法交付金について、立地地域の実情に即した事業を行うため、使途を自由裁量

とするよう、制度を見直すこと。 

③ 電源三法交付金及び原子力発電施設等立地地域基盤整備支援事業について、原子力施

設の解体撤去完了までを交付対象期間とすること。また、長期発展対策交付金使用済燃

料貯蔵分について、貯蔵する使用済燃料の搬出完了までを交付対象期間とすること。 

④ 電源三法交付金に係る事務負担軽減を図るとともに、電源三法交付金により整備した

施設の財産処分に対して柔軟に対応し、財政負担の軽減を図ること。 

⑤ 電源三法交付金等の制度や規則の見直しに当たり、事前に目的や自治体への影響等に

ついて説明を行い、理解を得ること。 

⑥ エネルギー構造高度化・転換理解促進事業について、使途の拡大と柔軟な運用を図り、

立地自治体等が事業を実施するための予算を確保すること。 

⑦ 原子力立地給付金及びＦ補助金の拡充を図ること。 

⑧ 原子力施設に係る固定資産税について、税制上の耐用年数を延長するとともに、施設

の解体撤去完了までを課税期間とし延長すること。 

⑨ 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法について、対象事業の拡大や補

助率のかさ上げ等、制度の拡充を図ること。 

 

 

 

 

 


